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助
成
業
務

平
成
二
十
五
年
十
二
月
二
十
四
日
の
閣
議

で
、
平
成
二
十
六
年
度
政
府
予
算
（
案
）
が

決
定
し
ま
し
た
。
こ
こ
で
は
、
文
部
科
学
省

の
私
学
関
係
予
算
と
し
て
、
私
学
助
成
関
係

予
算
（
案
）、
幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）（
私

立
幼
稚
園
に
関
す
る
主
な
予
算
）、
専
修
学

校
関
係
予
算
（
案
）
の
概
要
を
説
明
し
ま
す
。

私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）

私
学
助
成
関
係
予
算
（
案
）
に
つ
い
て
は
、

表
の
と
お
り
で
す
。

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
に
つ
い
て

は
、
一
般
会
計
で
は
、
三
、
一
八
三
億
九
、

九
〇
〇
万
円
、
ま
た
、
復
興
特
別
会
計
で
は
、

四
七
億
三
、
三
〇
〇
万
円
を
計
上
し
て
い
ま

す
。建

学
の
精
神
や
特
色
を
生
か
し
た
私
立
大

学
等
の
教
育
研
究
活
動
を
支
援
す
る
た
め
の

平
成
二
十
六
年
度

私
学
関
係
予
算
（
案
）
の
概
要

基
盤
的
経
費
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
被
災

地
に
あ
る
大
学
の
安
定
的
教
育
環
境
の
整
備

や
授
業
料
減
免
等
へ
の
支
援
を
実
施
す
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
。

特
に
、「
私
立
大
学
等
改
革
総
合
支
援
事

業
」
に
お
い
て
、
教
育
の
質
的
転
換
、
地
域

発
展
、
産
業
界
・
他
大
学
等
と
の
連
携
、
グ

ロ
ー
バ
ル
化
な
ど
の
改
革
に
取
り
組
む
私
立

大
学
等
に
対
す
る
支
援
を
強
化
す
る
た
め
、

経
常
費
・
設
備
費
・
施
設
費
を
一
体
と
し
て

重
点
的
に
支
援
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

一
般
補
助
は
、
大
学
等
の
運
営
に
不
可
欠

な
教
育
研
究
に
か
か
る
経
常
的
経
費
に
つ
い

て
支
援
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

特
別
補
助
は
、
①
大
学
等
の
国
際
交
流
の

基
盤
整
備
へ
の
支
援
、
②
社
会
人
の
組
織
的

な
受
入
れ
へ
の
支
援
な
ど
、
我
が
国
の
成
長

を
支
え
る
人
材
育
成
の
取
組
等
を
重
点
的
に

支
援
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
学
生
が
経
済

的
な
理
由
に
よ
り
学
業
を
断
念
す
る
こ
と
が

な
い
よ
う
、
私
立
大
学
等
が
経
済
的
に
就
学

困
難
な
学
生
を
対
象
に
実
施
し
て
い
る
授
業

料
減
免
等
へ
の
支
援
の
充
実
を
図
る
と
と
も

に
、
学
内
ワ
ー
ク
ス
タ
デ
ィ
等
へ
の
支
援
な

ど
、
学
生
の
経
済
的
負
担
軽
減
の
た
め
の
多

様
な
支
援
策
を
講
じ
る
大
学
等
に
対
す
る
支

援
を
充
実
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
併
せ

（単位：百万円）

平成26年度 私学助成関係予算（案）の概要

事 項 備 考
平成25年度
予 算 額

平成26年度
予 定 額

比 較 増
△ 減 額

○概要：建学の精神や特色を生かした私立大学等の教育研究活動を支援するための基盤的経費を

充実するとともに、被災地にある大学の安定的教育環境の整備や授業料減免等への支援を

実施。

◆私立大学等改革総合支援事業（下記の一般補助及び特別補助の内数）

教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学等との連携、グローバル化などの改革に全学

的・組織的に取り組む私立大学等に対する支援を強化するため、経常費・設備費・施設費を

一体として重点的に支援する。

◆一般補助

大学等の運営に不可欠な教育研究に係る経常的経費について支援する。

◆特別補助

我が国の成長を支える人材育成の取組等の重点的支援、授業料減免等の充実を図る。

・大学等の国際交流の基盤整備への支援

・社会人の組織的な受入れへの支援

・授業料減免等や学内ワークスタディの充実 等

減免対象人数：約0.2万人増（25年度 約3.7万人→26年度 約3.9万人）

 （参考：復興特別会計）

 ※特別補助

 ・被災学生授業料減免等、被災私立大学等復興特別補助

 被災学生の授業料減免等や被災地にある大学の安定的教育環境の整備への支援を実施

（ 14,400百万円）

（276,202百万円）

(  4,733百万円）

（ 42,197百万円）

(１) 318,399317,515 884私立大学等経常費補助

○概要：私立高等学校等の教育条件の維持向上や保護者の教育費負担の軽減及び学校経営の健全性

の向上を図り、各学校の特色ある取組を支援するため、都道府県による経常費助成等に対し

補助する。

◆一般補助

各都道府県による私立高等学校等の基盤的経費への助成を支援する。

◆特別補助

各学校の特色ある取組を支援する。

・教育の国際化の推進、教育相談体制の整備、特別支援教育に係る活動の充実、学校安全の

推進、授業料減免事業

・幼稚園における預かり保育、障害のある幼児受入れ 等 

◆特定教育方法支援事業

特別支援学校など特定の教育分野について、その教育の推進に必要な経費を支援する。

（89,891百万円）

（11,436百万円）

（2,713百万円）

(２) 104,040102,214 1,826私立高等学校等経常費
助成費等補助

○概要：建学の精神や特色を生かした私立学校の質の高い教育研究活動等の基盤となる施設・設備

等の整備を支援する。また、財政融資資金を活用し、学校法人が行う施設整備等に対する融

資を行う。

特に、東日本大震災の教訓等を踏まえ、また今後発生が懸念されている南海トラフ地震や

首都直下地震に備えるべく私立学校施設の耐震化の一層の促進を図る。

◆耐震改築事業【新規】

学校施設の耐震化等防災機能強化を更に加速するため、耐震性能が著しく低い建物や技術的

に補強工事を行うことが困難な建物に対する耐震改築（建替え）事業を創設する。

◆教育・研究装置等の整備

教育及び研究のための装置・設備の高機能化等を支援する。

◆私立大学等改革総合支援事業（上記の内数）

教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学等との連携、グローバル化などの改革に全学

的・組織的に取り組む私立大学等に対する支援を強化するため、経常費・設備費・施設費を一

体として重点的に支援する。

 ・私立大学等の全学的・組織的な改革取組を、施設・装置の整備を通じ支援する。

 （参考：復興特別会計）

 ※耐震化等の促進

 ・学校施設の耐震化等防災機能強化を促進するため、特に緊急性の高い校舎等の耐震補強事業

のほか非構造部材の耐震対策を支援する。

（6,046百万円）

（4,957百万円）

（2,652百万円）

(３)

〔他に、財政融資資金〕

8,698

(318)

〔36,700〕

7,685

(312)

〔38,500〕

1,013

(6)

〔△ 1,800〕

私立学校施設・設備の整備
の推進

25年度補正予算案

18315百万円

(※ うち、他局分)

○概要：教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学等との連携、グローバル化などの改革に全学

的・組織的に取り組む私立大学等に対する支援を強化するため、設備環境の整備を通じ支援

する。

(４) 4,6004,500 100私立大学等教育研究

活性化設備整備事業

○概要：東日本大震災によって被害を受けた私立学校のうち、津波被害地域、警戒区域等にある学

校の施設及び教育活動の復旧に必要な経費を支援する。

(５) （461）（938） （△477）私立学校施設の災害復旧

※ 単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

431,914 435,737435,737431,914
(18,155) (10,150)

3,8233,823
(△8,005)

総 額

復興特別会計

総 額
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助
成
業
務

て
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
災
し
た
学
生

を
対
象
と
し
た
授
業
料
減
免
等
を
行
う
大
学

等
を
支
援
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

私
立
高
等
学
校
等
の
経
常
費
助
成
費
等
に

対
す
る
補
助
に
つ
い
て
は
、
一
般
補
助
の
生

徒
等
一
人
当
た
り
単
価
を
増
額
し
て
い
ま

す
。
特
別
補
助
に
お
い
て
は
、
預
か
り
保
育

を
行
う
幼
稚
園
に
対
す
る
支
援
基
礎
単
価
を

初
め
て
増
額
す
る
こ
と
と
し
、
ま
た
、
毎
年

増
加
傾
向
に
あ
る
障
害
の
あ
る
幼
児
の
受
け

入
れ
へ
の
支
援
経
費
を
拡
充
し
ま
し
た
。
さ

ら
に
、
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
学
校
支
援

経
費
に
お
い
て
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成

の
た
め
の
教
育
の
国
際
化
の
推
進
や
、
教
育

相
談
体
制
の
整
備
を
図
る
取
り
組
み
、
防
災

教
育
等
の
学
校
安
全
を
推
進
す
る
学
校
に
対

す
る
支
援
を
拡
充
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
を
含
め
た
私
立
高
等
学
校
等
経
常

費
全
体
と
し
て
は
、
対
前
年
度
十
八
億
二
、

六
〇
〇
万
円
増
の
一
、
〇
四
〇
億
四
、
〇
〇

〇
万
円
と
、過
去
最
高
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

私
立
学
校
施
設
・
設
備
整
備
費
補
助
金
は
、

建
学
の
精
神
や
特
色
を
生
か
し
た
質
の
高
い

教
育
研
究
活
動
等
の
基
盤
と
な
る
施
設
・
設

備
等
の
整
備
を
支
援
す
る
も
の
で
す
。

平
成
二
十
六
年
度
予
算
に
つ
い
て
は
、
平

成
二
十
五
年
度
補
正
予
算
（
一
八
三
億
一
、

五
〇
〇
万
円
）と
一
体
と
し
た
執
行
に
よ
り
、

引
き
続
き
、
耐
震
補
強
や
非
構
造
部
材
の
耐

震
対
策
等
の
整
備
に
対
す
る
支
援
を
は
じ

め
、
教
育
研
究
環
境
を
充
実
す
る
た
め
、
教

育
研
究
装
置
・
設
備
等
の
高
機
能
化
に
対
す

る
支
援
と
し
て
、
復
興
特
別
会
計
と
合
わ
せ

て
、
一
三
六
億
五
、
五
〇
〇
万
円
を
計
上
し

て
お
り
ま
す
。

こ
の
う
ち
、
特
に
児
童
生
徒
等
の
安
全
性

の
確
保
及
び
地
域
の
応
急
避
難
場
所
と
し
て

の
機
能
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
学
校
施
設
の

耐
震
化
を
加
速
す
る
た
め
、
校
舎
等
耐
震
改

築
事
業
に
対
す
る
支
援
制
度
を
新
た
に
創
設

し
ま
し
た
（
う
ち
、
六
〇
億
四
、
六
〇
〇
万

円
）。（
下
図
参
照
）

な
お
、
こ
れ
ら
の
各
補
助
事
業
に
つ
い
て

は
、
二
十
五
年
度
に
実
施
し
た
補
助
対
象
事

業
費
の
下
限
額
の
引
き
下
げ
等
に
よ
る
補
助

対
象
の
拡
大
を
延
長
す
る
な
ど
補
助
制
度
の

改
善
充
実
を
図
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
私
立
学
校
施
設
高
度
化
推
進
事
業

費
補
助
（
利
子
助
成
）
に
つ
い
て
は
、
二
十

六
年
度
に
私
学
事
業
団
か
ら
融
資
を
受
け
る

老
朽
校
舎
等
の
建
て
替
え
整
備
事
業
に
か
か

る
学
校
法
人
の
負
担
金
利
を
、
二
十
五
年
度

に
引
き
続
き
大
学
等
に
つ
い
て
実
質
○
・

五
％
、高
等
学
校
等
に
つ
い
て
実
質
一
・
○
％

に
優
遇
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
前
述
の
「
私
立
大
学
等
改
革
総

合
支
援
事
業
」
の
一
環
と
し
て
、
教
育
の
質

的
転
換
、
地
域
発
展
、
産
業
界
・
他
大
学
等

と
の
連
携
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
な
ど
の
改
革
の

基
盤
と
な
る
教
育
研
究
設
備
の
整
備
を
支
援

す
る
「
私
立
大
学
等
教
育
研
究
活
性
化
設
備

整
備
事
業
」
に
対
し
て
、
四
六
億
円
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

な
お
、
私
学
事
業
団
の
共
済
業
務
に
か
か

る
事
業
費
（
長
期
給
付
）
補
助
金
及
び
事
務

費
等
補
助
金
と
し
て
、
対
前
年
度
八
一
億
三

〇
〇
万
円
増
の
一
、
一
四
五
億
五
、
〇
〇
〇

万
円
が
計
上
さ
れ
て
い
ま
す
。

最
後
に
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
害
を

受
け
た
私
立
学
校
施
設
の
災
害
復
旧
に
つ
い

て
は
、
津
波
被
害
地
域
、
警
戒
区
域
等
に
所

在
す
る
復
旧
事
業
に
未
着
手
で
あ
る
学
校
施

設
の
復
旧
に
必
要
な
経
費
等
と
し
て
、
四
億

六
、
一
〇
〇
万
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■

小学校、中学校、中等教育学校、高等学校、特別支援学校、
高等専門学校、短期大学、大学（幼稚園は別に耐震改築制度あり）

新耐震設計基準の施行（S56.6.1）以前に建築された校舎、
体育館、図書館等の教育研究施設のうち、耐震性能が著しく
低い建物（Is値0.3未満）又は技術的に補強を行うことが困難な
建物（事務局棟及び病院施設は対象外）

小学校～高校等 1/3以内
大学等 1/2以内×調整率

※ 調整率：避難所指定ほか、災害対策に関する地方公共団体との
連携状況及び大学等の規模等により調整率を適用。

補助対象経費は、建物工事費、既存建物取壊し費、仮設建
物費、実施設計費等とする。ただし、予算の状況等を踏まえて
調整を行うことがある。

・ 耐震診断の内容等について公的機関の確認を受けること
を義務付け。（公立学校の補助制度と同じ）

・ 本事業はH26～H28年度までの３年間の時限措置。
・ 移転や老朽化など耐震化以外の改築は対象外。
・ 小学校から高校等については、今後、都道府県の独自の

上乗せ補助の実施を要請する予定。
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（私立：幼～高）高（私立：幼～高）

（公立 小・中）：（公立 小・中）
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81.8%81.8%
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（私立）立（私立）
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81.8%

86.8%
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未耐震建物

高校等の耐震化率の推移

大学等の耐震化率の推移
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助
成
業
務

幼
児
教
育
関
係
予
算
（
案
）

平
成
二
十
六
年
度
幼
児
教
育
関
係
予
算

（
案
）
に
つ
い
て
は
表
の
と
お
り
で
す
。

幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
に
つ
い
て
は
、

幼
稚
園
と
保
育
所
の
「
負
担
の
平
準
化
」
を

図
る
観
点
か
ら
、
低
所
得
世
帯
・
多
子
世
帯

の
保
護
者
負
担
に
つ
い
て
保
育
所
と
同
様
の

軽
減
措
置
を
行
う
こ
と
と
し
、
三
三
九
億
五

〇
〇
万
円
（
対
前
年
度
比
一
○
三
億
六
、
七

〇
〇
万
円
増
）
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

私
立
幼
稚
園
施
設
整
備
費
補
助
に
つ
い
て

は
、
一
五
億
二
、
八
〇
〇
万
円
（
対
前
年
度

比
九
億
七
、
七
〇
〇
万
円
減
）
を
計
上
し
、

私
立
幼
稚
園
施
設
の
耐
震
化
事
業
な
ど
に
対

応
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
南
海

ト
ラ
フ
特
措
法
に
基
づ
く
津
波
対
策
と
し
て

移
転
す
る
施
設
の
改
築
を
新
た
に
補
助
対
象

に
加
え
た
ほ
か
、
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策

事
業
等
に
お
い
て
補
助
下
限
額
の
撤
廃
を
行

う
な
ど
の
要
件
緩
和
を
継
続
し
て
実
施
す
る

と
と
も
に
、
地
震
に
よ
る
倒
壊
等
の
危
険
性

が
高
い
施
設
の
耐
震
補
強
工
事
に
つ
い
て

は
、
引
き
続
き
補
助
率
二
分
の
一
以
内
へ
の

嵩か
さ

上
げ
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

私
立
幼
稚
園
施
設
の
耐
震
化
に
つ
い
て

は
、
こ
の
機
会
に
必
要
な
整
備
を
完
了
し
て

い
た
だ
き
ま
す
よ
う
、
積
極
的
な
取
り
組
み

を
お
願
い
し
ま
す
。

ま
た
、
私
立
幼
稚
園
に
対
す
る
経
常
費
助

成
費
補
助
に
つ
い
て
は
、「
幼
稚
園
特
別
支

援
教
育
経
費
」
等
の
充
実
を
図
り
、
三
三
七

億
七
、
九
〇
〇
万
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
認
定
こ
ど
も
園
の
整
備
や
耐
震

化
促
進
事
業
等
を
実
施
す
る
「
安
心
こ
ど
も

基
金
」
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
五
年
度
補

正
予
算
に
お
い
て
、
三
九
億
四
、
八
〇
〇
万

円
を
積
み
増
す
と
と
も
に
、
平
成
二
十
六
年

度
予
算
（
案
）
に
お
い
て
、
一
八
三
億
一
、

九
〇
〇
万
円
の
積
み
増
し
を
行
う
こ
と
と
し

て
い
ま
す
。

そ
の
ほ
か
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制

度
が
円
滑
に
施
行
さ
れ
る
よ
う
必
要
な
取
り

組
み
を
行
う
と
と
も
に
、
幼
児
教
育
に
関
す

る
今
日
的
課
題
に
対
す
る
方
策
な
ど
幼
児
教

育
に
関
す
る
様
々
な
課
題
に
つ
い
て
調
査
研

究
を
行
う
「
質
の
高
い
幼
児
教
育
・
保
育
の

総
合
的
提
供
等
推
進
事
業
」、
幼
稚
園
教
育

の
一
層
の
理
解
推
進
を
図
る
た
め
、
中
央

及
び
都
道
府
県
に
お
い
て
研
究
協
議
を
行
う

「
幼
稚
園
教
育
理
解
推
進
事
業
」
に
つ
い
て

も
、
引
き
続
き
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま

す
。

（単位：百万円）

区 分 備 考

1.幼児教育に係る保護者負 23,538 33,905 10,367
担の軽減（無償化に向け
た段階的取組）
（幼稚園就園奨励費補助）

（１）低所得世帯の保護者負担軽減
保育所と同様に、生活保護世帯の保護者負担を無償にする。

（無償となるよう、保育料の全国平均単価「公立：79,000円、私立：308,000円」まで補助を可能に
する。）

(階層区分) （26年度）
【公立】

生活保護世帯 79,000円 (59,000円増) 保護者負担を無償
市町村民税非課税世帯、
市町村民税所得割非課税世帯(年収約270万円まで) 20,000円 (前年度同額)

【私立】
第Ⅰ階層： 生活保護世帯 308,000円 (78,800円増) 保護者負担を無償

第Ⅱ階層： 市町村民税非課税世帯 199,200円 (前年度同額)
(市町村民税所得割非課税世帯を含む)
(年収約270万円まで)

第Ⅲ階層： 市町村民税所得割課税額 115,200円 (前年度同額)
(77,100円以下)世帯（年収約360万円まで）

第Ⅳ階層： 市町村民税所得割課税額 62,200円 (前年度同額)
(211,200円以下)世帯（年収約680万円まで）

※ 金額は、第１子の場合の補助単価(年額)
※ 市町村民税所得割課税額（補助基準額）及び年収は、夫婦（片働き）と子供２人世帯の場合の金額であり、

年収はおおまかな目安。

（２）多子世帯の保護者負担軽減の拡充
保育所と同様に、第２子の保護者負担を半額にした上で所得制限を撤廃し、第３子以降についても

所得制限を撤廃する。
○幼稚園に同時就園している場合

第２子 ０．５（所得制限を撤廃）

第３子以降 ０．０（所得制限を撤廃済）
○小学校１～３年生の兄・姉がいる場合

第２子 ０．７５ → ０．５（保護者負担を半額、所得制限を撤廃）

第３子以降 ０．０（所得制限を撤廃）
※ 数値は、第１子の保護者負担割合を［１．０］とした場合の第２子以降の概ねの保護者負担割合である。
※ 無償となる保育料の上限は、保育料の全国平均単価（公立：79,000円 私立：308,000円）。

2.私立幼稚園施設整備費補助 2,505 1,528 △977

3.私立高等学校等経常費助 33,333 33,779 446
成費補助（幼稚園分）

(ア) 一般補助 24,476 24,417 △ 59
(イ) 特別補助 9,362 505 1.子育て支援推進経費 4,836百万円→5,001百万円

・預かり保育推進事業 3,686百万円→3,851百万円
・幼稚園の子育て支援活動の推進

1,150百万円→1,150百万円
2.幼稚園特別支援教育経費 4,021百万円→4,361百万円

4.安心こども基金による認 － 18,319 18,319 ※平成25年度補正予算において3,948百万円を計上
定こども園等への財政支援

5.質の高い幼児教育・保 34 26 △ 8 ・子ども・子育て支援新制度の 7百万円
育の総合的提供等推進 実施に係る検討等
事業 ・幼児教育の改善・充実調査研究 19百万円

6.幼稚園教育内容・方法の 20 18 △ 2 ・幼稚園教育理解推進事業 18百万円
改善充実

7.幼児教育・保育における － 2 2 ・OECDが行う事業に参加するための経費
質のモニタリング調査等

8.緊急スクールカウンセラー 3,913 3,709 －
等派遣事業 の内数 の内数

※ 単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

平成26年度 幼児教育関係予算（案）の概要

比 較 増
△ 減 額

平成26年度
予 定 額

平成25年度
予 算 額

8,857
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専
修
学
校
関
係
予
算
（
案
）

専
修
学
校
は
、
そ
の
柔
軟
で
弾
力
的
な
制

度
の
特
色
を
生
か
し
、
社
会
の
変
化
に
即
応

し
た
実
践
的
な
職
業
教
育
、
専
門
的
な
技
術

教
育
を
行
う
教
育
機
関
と
し
て
、
大
き
な
役

割
を
果
た
し
て
い
ま
す
。

平
成
二
十
六
年
度
専
修
学
校
関
係
予
算

（
案
）
に
つ
い
て
は
、
成
長
分
野
等
に
お
け

る
中
核
的
専
門
人
材
等
の
養
成
を
産
学
官
連

携
の
下
で
さ
ら
に
推
進
す
る
「
成
長
分
野
等

に
お
け
る
中
核
的
専
門
人
材
養
成
等
の
戦
略

的
推
進
」
や
、
平
成
二
十
六
年
度
か
ら
、
よ

り
実
践
的
な
職
業
教
育
の
質
の
確
保
に
組
織

的
に
取
り
組
む
専
修
学
校
の
専
門
課
程
を
文

部
科
学
大
臣
が
認
定
す
る
「
職
業
実
践
専
門

課
程
」
が
ス
タ
ー
ト
す
る
こ
と
に
伴
い
、
認

定
基
準
に
か
か
る
取
り
組
み
の
実
践
・
検
証

と
情
報
発
信
等
を
行
う
「
職
業
実
践
専
門
課

程
等
を
通
じ
た
専
修
学
校
の
質
保
証
・
向
上

の
推
進
」
を
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
専
修
学

校
に
お
け
る
留
学
生
の
受
け
入
れ
拡
大
を
図

る「
専
修
学
校
留
学
生
就
職
ア
シ
ス
ト
事
業
」

を
引
き
続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
向

け
た
支
援
を
行
う
た
め
、
被
災
地
の
人
材

ニ
ー
ズ
や
雇
用
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
に
対
応
し
、

復
興
の
即
戦
力
や
次
代
を
担
う
専
門
人
材
の

育
成
を
図
る
「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興

を
担
う
専
門
人
材
育
成
支
援
事
業
」
を
引
き

続
き
計
上
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、「
専
修
学
校
生
の
学
生
生
活
等

に
関
す
る
調
査
研
究
」
を
新
た
に
計
上
す
る

と
と
も
に
、「
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
」（
高

等
専
修
学
校
生
を
含
み
ま
す
）
が
引
き
続
き

計
上
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
他
、
耐
震
補
強
や
教
育
装
置
・
情
報

発
信
設
備
の
整
備
に
か
か
る
事
業
の
ほ
か
、

防
災
機
能
強
化
や
バ
リ
ア
フ
リ
ー
推
進
、
エ

コ
キ
ャ
ン
パ
ス
推
進
に
か
か
る
事
業
に
対
す

る
補
助
に
つ
い
て
、
必
要
な
経
費
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

平
成
二
十
六
年
度
専
修
学
校
関
係
予
算

（
案
）
に
お
け
る
主
な
事
業
の
概
要
に
つ
い

て
は
表
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（ ）は25年度予算額

38.5 億円 3 ）合 計

平成26年度 専修学校関係予算（案）の概要

 ※ 高等学校等就学支援金、日本学生支援機構の奨学金事業など、専修学校分の予算が不可分なものは含まれていない。 

5.9 億円 （5.9億円）

国家戦略としての人材養成プロジェクト等の推進

16.8 億円 （11億円）に 中 専 材 成 略  拡
専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高等学校等と産業界等が産学官コンソー

シアムを組織し、その下で具体的な職域プロジェクトを展開し、協働して、社会人、女性、生徒・学
生の就労、キャリアアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技能を身につけるための
学習システムを構築する。そのような取組を通じて、成長分野等における中核的専門人材や高度
人材の養成を図るとともに、特に、社会人や女性の学び直しを全国的に推進する。

1.8 億円 （0.2億円）○ 践 門 向上  充
平成２６年度から、企業等との密接な連携を通じ、より実践的な職業教育の質の確保に組織的

に取り組む専修学校の専門課程を文部科学大臣が認定する「職業実践専門課程」がスタートす
る。

これに伴い、認定校を中心として更なる質保証・向上の取組を推進するため、認定基準に係る
取組の実践・検証と情報発信を行うとともに、第三者評価の実施・公表、国際的な通用性をもった
職業教育の取組、教員に求められる実務卓越性や指導力の検討といった先進的な取組・検証を
行う。

0.8 億円 （0.9億円）専 事
専修学校における外国人留学生に対する来日の動機づけから就職までを支援し、産業界等と

の連携の下、留学生受入れ拡大を図る。

0.2 億円 （ 新 規 ）専 活 に す 研

安心して学べる環境の実現に向けた修学支援

専修学校生及び専修学校への進学希望者を対象に、その生活費とこれを支える家庭の経済状
況、学習とアルバイトの状況等についての実態調査を行うとともに、都道府県と専修学校を対象
に、それぞれが実施している経済的支援策についての実態調査を行い、これらにより得られた
データ等を分析・活用し、施策立案等の参考とする。

2.2 億円 （2.2億円）

8.4 億円 （8.4億円）

専修学校の教育基盤の整備

【補助対象】
・ 情報処理関係装置の整備

【補助対象】
・ 教育装置や学内LAN装置の整備
・ 学校施設や非構造部材の耐震化工事、バリアフリー化工事、備蓄倉庫や自家発電設備の整備
・ 太陽光発電導入工事、エコ改修工事

2.4 億円 （3億円）

東日本大震災の復興に向けた支援

専修学校や専門高校等の教育機関と地域・産業界が連携し、被災地の人材ニーズに対応した
復興の即戦力となる人材や、次代を担う専門人材の育成を推進する。
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引
き
継
が
れ
る
歴
史

学
校
法
人
玉
田
学
園
は
、
校
祖
玉
田
貞
也

氏
が
明
治
四
十
一
年
、「
女
子
ニ
必
須
ナ
ル

智
識
技
能
ヲ
授
ケ
、
質
実
健
全
ナ
ル
母
妻
ヲ

養
成
ス
ル
ヲ
目
的
ト
ス
ル
」
と
い
う
趣
意
の

も
と
、
神
戸
中
山
手
通
の
地
に
私
立
家
政
女

学
校
（
現
神
戸
常
盤
女
子
高
等
学
校
）
を
創

設
、
新
た
な
志
の
扉
を
開
き
ま
し
た
。

本
学
園
は
、
平
成
二
十
年
に
創
設
百
周
年

を
迎
え
ま
し
た
。
し
か
し
、
歴
史
が
長
い
こ

と
だ
け
が
貴
い
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
こ

に
ど
の
よ
う
な
情
熱
が
息
づ
い
て
い
る
の

か
、
長
い
歴
史
の
中
に
脈
々
と
流
れ
て
い
る

の
は
、
一
期
一
会
の
力
で
す
。
わ
ず
か
二
四

名
の
生
徒
数
か
ら
出
発
し
た
小
さ
な
学
園

は
、
様
々
な
出
会
い
を
繰
り
返
し
、
多
く
の

力
を
育
ん
で
き
ま
し
た
。
開
学
以
来
、
本
学

園
が
「
実
学
教
育
」
と
「
人
間
愛
の
教
育
」

を
堅
持
し
て
き
た
理
由
は
、
こ
う
し
た
建
学

時
の
状
況
に
由
来
し
て
い
ま
す
。

本
学
園
は
昭
和
四
十
二
年
、「
学
問
と
実

践
、
研
究
と
技
術
を
直
結
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
す
ぐ
れ
た
職
業
人
、
生
活
に
す
ぐ
れ
た

能
力
を
も
つ
有
為
の
人
材
を
養
成
し
、
社
会

的
、
地
域
的
要
請
に
応
え
ん
と
す
る
も
の
で

あ
る
こ
と
」
を
建
学
の
精
神
と
し
、
幼
児
教

育
科
（
現
教
育
学
部
こ
ど
も
教
育
学
科
）
並

び
に
衛
生
技
術
科
（
現
保
健
科
学
部
医
療
検

査
学
科
）
の
二
学
科
で
構
成
さ
れ
る
神
戸
常

盤
短
期
大
学
を
設
置
し
ま
し
た
。
併
せ
て
、

幼
児
教
育
科
の
重
要
な
教
育
施
設
で
も
あ
る

神
戸
常
盤
短
期
大
学
附
属
幼
稚
園
（
現
神
戸

常
盤
大
学
附
属
と
き
わ
幼
稚
園
）
を
開
園
し

ま
し
た
。

そ
の
後
、
学
園
創
立
百
周
年
を
迎
え
た
平

成
二
十
年
、「
広
く
学
術
の
基
礎
と
な
る
知
識

及
び
技
能
を
授
け
る
と
と
も
に
、
深
く
専
門

の
学
問
及
び
技
術
を
研
究
・
教
授
し
て
、
知

的
、
道
徳
的
に
優
れ
た
技
術
者
を
育
成
し
、

ま
た
成
果
を
社
会
に
還
元
す
る
こ
と
に
よ
り
、

国
家
及
び
地
域
社
会
の
発
展
に
寄
与
す
る
こ

と
」
を
新
た
に
建
学
の
精
神
と
し
て
打
ち
立

て
、
神
戸
常
盤
大
学
を
開
設
し
ま
し
た
。

神
戸
常
盤
大
学
は
、
保
健
科
学
部
医
療
検

査
学
科
及
び
看
護
学
科
、
教
育
学
部
こ
ど
も

教
育
学
科
の
二
学
部
三
学
科
に
よ
っ
て
構
成

さ
れ
、
ま
た
、
併
設
す
る
同
短
期
大
学
部
は
、

口
腔
保
健
学
科
及
び
看
護
学
科
通
信
制
課
程

を
有
し
ま
す
。
い
ず
れ
の
学
科
に
も
共
通
す

る
こ
と
は
、
様
々
な
人
々
の
「
い
の
ち
」
を

心
身
両
面
か
ら
支
え
る
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

「
い
の
ち
の
サ
ポ
ー
タ
ー
」
の
育
成
を
行
っ

て
い
る
こ
と
で
す
。
開
学
以
来
、
一
貫
し
て

建
学
の
精
神
に
立
脚
し
つ
つ
、
専
門
性
及
び

人
間
性
を
兼
ね
備
え
た
、
広
く
社
会
に
貢
献

し
得
る
専
門
職
業
人
の
育
成
を
目
指
し
て
い

ま
す
。

地
域
に
根
ざ
し
た
大
学

近
年
、
文
部
科
学
省
が
、
地
域
の
発
展
に

お
け
る
大
学
の
役
割
に
つ
い
て
、
そ
の
重
要

性
を
色
濃
く
発
信
す
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た

が
、
本
学
は
、
先
に
述
べ
た
目
的
を
達
成
す

べ
く
、
特
色
で
あ
る
医
療
・
教
育
を
中
心
に
、

以
前
か
ら
専
門
性
を
活
か
し
た
社
会
貢
献
並

び
に
地
域
貢
献
活
動
に
力
を
注
い
で
き
ま
し

た
。平

成
十
四
年
に
は
、
地
域
交
流
・
国
際
交

流
及
び
生
涯
学
習
を
三
本
柱
と
す
る
神
戸
常

盤
エ
ク
ス
テ
ン
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
を
開
設

し
、
共
生
の
理
念
の
下
、
在
学
生
や
卒
業
生
、

そ
し
て
地
域
住
民
が
一
緒
に
な
っ
て
、
健
康

や
生
活
に
関
す
る
身
近
な
テ
ー
マ
を
考
え
る

こ
と
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
、
地
域
に
根
ざ
す
活

動
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

二
十
年
に
は
、
本
学
キ
ャ
ン
パ
ス
が
位
置

す
る
神
戸
市
長
田
区
と
、「
保
健
福
祉
、
教

育
、
文
化
、
ま
ち
づ
く
り
な
ど
の
分
野
に
お

い
て
相
互
に
協
力
し
、
地
域
社
会
の
発
展
並

び
に
人
材
育
成
に
寄
与
す
る
」
こ
と
を
目
的

に
、
連
携
協
力
に
関
す
る
協
定
を
締
結
し
ま

し
た
。
こ
れ
を
き
っ
か
け
に
、
二
十
一
年
に

は
、
口
腔
保
健
研
究
セ
ン
タ
ー
、
歯
科
診
療

所
を
相
次
い
で
開
設
し
ま
し
た
。
神
戸
市
の

中
で
も
特
に
子
ど
も
の
虫
歯
が
多
い
長
田
区

内
で
、
本
学
学
生
が
組
織
す
る
歯
み
が
き
指

導
隊
「
ピ
ッ
カ
ー
ズ
」
が
活
躍
し
、
地
元
商

店
街
な
ど
で
子
ど
も
た
ち
に
わ
か
り
や
す
い

歯
み
が
き
指
導
を
行
う
な
ど
、
啓
発
活
動
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

ま
た
、
同
年
に
開
設
し
た
神
戸
常
盤
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
は
、
本
学
園
の
す
べ
て

の
機
関
（
大
学
・
短
期
大
学
部
・
高
校
・
附

属
幼
稚
園
）
と
地
元
の
社
会
福
祉
協
議
会
か

魅
力
あ
ふ
れ
る
学
校
づ
く
り
を
目
指
し
て

地
域
に
根
ざ
し
た
取
り
組
み

学
校
法
人
玉
田
学
園

神
戸
常
盤
大
学
法
人
事
務
局
長

中
村

忠
司

連載 24

私立家政女学校の創設風景

構内風景
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ら
構
成
さ
れ
た
全
国
的
に
も
珍
し
い
組
織
で

す
。
神
戸
市
長
田
区
で
唯
一
大
学
と
し
て
、

阪
神
・
淡
路
大
震
災
の
被
災
経
験
を
も
つ
本

学
園
だ
か
ら
こ
そ
、
誕
生
さ
せ
る
こ
と
が
で

き
た
と
言
え
ま
す
。
平
素
は
公
的
機
関
や

様
々
な
団
体
・
施
設
か
ら
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

要
請
に
対
応
す
る
一
方
、
東
日
本
大
震
災
に

対
す
る
継
続
的
な
支
援
や
台
風
に
よ
る
水
害

な
ど
、
有
事
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
も
、

精
力
的
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

さ
ら
に
二
十
二
年
に
は
、
地
域
の
子
育
て

支
援
の
拠
点
と
な
る
ひ
ろ
ば
型
の
子
育
て
支

援
セ
ン
タ
ー
「
子
育
て
広
場 

え
ん
」
を
開

設
し
ま
し
た
。
子
育
て
親
子
の
交
流
の
場
と

な
る
「
心
安
ら
ぐ
空
間
」
と
し
て
、
子
育
て

等
に
関
す
る
相
談
・
援
助
を
行
っ
て
い
ま
す
。

今
で
は
、
学
生
た
ち
が
教
育
課
程
内
外
で
活

動
に
参
画
し
て
い
る
こ
と
も
功
を
奏
し
、
年

間
約
七
千
名
に
上
る
子
育
て
親
子
が
訪
れ
る

「
憩
い
の
広
場
」
と
な
っ
て
い
ま
す
。

今
後
も
、
神
戸
長
田
の
地
に
し
っ
か
り
と

根
を
広
げ
、
真
に
地
域
か
ら
愛
さ
れ
必
要
と

さ
れ
る
大
学
と
し
て
、
地
域
と
と
も
に
歴
史

を
刻
ん
で
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

特
色
あ
る
大
学
づ
く
り

こ
れ
ま
で
述
べ
て
き
た
社
会
貢
献
並
び
に

地
域
貢
献
活
動
は
、
年
々
、
学
生
の
自
主
的

な
参
加
が
増
え
る
の
に
比
例
す
る
か
の
よ
う

に
、
地
域
か
ら
の
ニ
ー
ズ
も
多
岐
に
わ
た
っ

て
い
ま
す
。
そ
れ
を
受
け
、
二
十
五
年
に
は
、

本
学
園
の
地
域
交
流
・
連
携
に
お
け
る
総
合

的
な
窓
口
と
し
て
、
神
戸
常
盤
エ
ク
ス
テ
ン

シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
を
さ
ら
に
発
展
さ
せ
た

「
地
域
交
流
セ
ン
タ
ー
」
を
新
設
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
以
前
か
ら
掲
げ
る
「
本
学
独
自
の

Ｃ
Ｏ
Ｃ
（Center of Com

m
unity

）
構
想
」

を
実
践
す
る
組
織
で
も
あ
り
ま
す
。
本
学
が

有
す
る
す
べ
て
の
知
財
を
活
用
し
、
地
域
発

展
に
つ
な
が
る
様
々
な
活
動
を
、
行
政
を
含

め
、
関
係
す
る
地
域
住
民
が
一
体
と
な
っ
て

展
開
さ
せ
て
い
く
も
の
で
す
。

一
方
、
大
学
開
学
以
来
、
競
争
的
資
金
獲

得
に
も
積
極
的
に
取
り
組
み
、
多
く
の
外
部

資
金
を
獲
得
し
て
き
ま
し
た
。

平
成
二
十
一
年
度
「
大
学
教
育
・
学
生
支

援
推
進
事
業
」
大
学
教
育
推
進
プ
ロ
グ
ラ

ム
【
テ
ー
マ
Ａ
】
に
採
択
さ
れ
た
『
危
機
対

応
実
践
力
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
』
で
は
、
自

立
・
協
働
で
き
る
専
門
職
業
人
の
育
成
を
目

的
と
し
、
サ
ー
ビ
ス
ラ
ー
ニ
ン
グ
や
Ｐ
Ｂ
Ｌ

（Project-Based Learning

課
題
解
決
型

学
習
）
に
力
点
を
置
い
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を

作
成
・
実
施
し
ま
し
た
。

ま
た
、
同
年
度
「
大
学
教
育
・
学
生
支
援

推
進
事
業
」
就
職
支
援
推
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
に

採
択
さ
れ
た
『
神
戸
常
盤
発
！
元
気
の
出
る

キ
ャ
リ
ア
ガ
イ
ド
シ
ス
テ
ム
の
構
築
』で
は
、

自
ら
の
力
と
意
思
で
活
路
を
切
り
開
く
こ
と

の
で
き
る
学
生
の
輩
出
を
目
指
し
ま
し
た
。

こ
の
取
り
組
み
は
、
後
に
「
学
ぶ
悦
び
、
知

る
愉
し
さ
、
実
践
す
る
手
応
え
、
仲
間
と
協

働
し
、
社
会
に
貢
献
す
る
充
実
感
を
糧
に
、

人
生
に
対
す
る
確
か
な
展
望
を
得
て
、
生
涯

に
亘
り
元
気
よ
く
生
き
て
行
く
専
門
的
職
業

人
を
育
成
す
る
こ
と
」
を
理
念
と
す
る
本
学

独
自
の
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
確
立
へ
と
つ
な
が

り
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
平
成
二
十
四
年
度
「
私
立
大
学

教
育
研
究
活
性
化
設
備
整
備
事
業
（
申
請
区

分
Ｃ
）」
に
採
択
さ
れ
た
『
ワ
イ
ガ
ヤ
で
創

る
！
【
エ
バ
ー
グ
リ
ー
ン
シ
ナ
ジ
ー
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
】
の
構
築
』
で
は
、
本
学
園
が
行

う
地
域
連
携
及
び
地
域
貢
献
の
推
進
拠
点
と

な
る
地
域
交
流
ス
ペ
ー
ス
「
ワ
イ
ガ
ヤ
（
ワ

イ
ワ
イ
ガ
ヤ
ガ
ヤ
話
し
合
う
）
ラ
ボ
」
を
学

内
に
新
設
し
ま
し
た
。こ
の
ラ
ボ
を
中
心
に
、

本
学
内
の
各
セ
ン
タ
ー
が
媒
体
と
な
り
、
学

生
が
地
域
の
諸
団
体
と
協
働
で
、
地
域
の
課

題
解
決
の
方
法
を
探
る
【
エ
バ
ー
グ
リ
ー
ン

シ
ナ
ジ
ー
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
】
に
取
り
組
み
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
地
域
連
携
が
こ
れ
ま

で
以
上
に
活
発
化
し
つ
つ
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
申
請
事
業
に
は
、
常
に
建
学
の

精
神
が
存
在
し
ま
す
。
い
か
に
学
生
が
地
域

と
接
点
を
も
ち
、
地
域
社
会
の
発
展
の
一
助

と
な
れ
る
か
の
視
点
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を

推
進
し
て
き
ま
し
た
。
学
生
た
ち
が
、
地
域

貢
献
活
動
を
通
し
、
価
値
観
や
生
活
環
境
の

違
う
多
様
な
人
々
と
関
わ
り
、
他
者
へ
の
理

解
や
自
制
・
自
律
な
ど
、
社
会
生
活
に
不
可

欠
な
、
い
わ
ゆ
る
人
間
力
を
伸
ば
し
て
い
く

こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。

◇
◇
◇
寄
稿
者
紹
介
◇
◇
◇

◇
◇
◇
寄
稿
者
紹
介
◇
◇
◇

中
村

忠
司
（
な
か
む
ら

た
だ
し
）

学
校
法
人
玉
田
学
園
法
人
事
務
局

長
。
法
人
事
務
局
企
画
調
整
課
長
等
を

経
て
、
平
成
十
八
年
四
月
よ
り
現
職
。

構内にある歯科診療所での口腔保健指導

自治体と連携した市民まつりへの参画

子どもたちへの絵本の読み聞かせ
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こ
の
た
び
一
月
一
日
付
け
で
河
田
悌
一
理

事
長
か
ら
、
財
務
・
共
済
総
括
担
当
理
事
を

拝
命
致
し
ま
し
た
。
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願

い
申
し
上
げ
ま
す
。

私
は
、
平
成
十
八
年
四
月
か
ら
約
二
年

間
、
文
部
科
学
省
で
私
学
共
済
室
の
業
務
と

し
て
、
被
用
者
年
金
制
度
の
一
元
化
に
つ
い

て
、
閣
議
決
定
や
政
府
・
与
党
合
意
な
ど
の

様
々
な
場
面
で
、
私
学
に
関
わ
る
方
々
の
ご

意
見
や
思
い
を
形
に
す
べ
く
積
極
的
に
関
わ

り
ま
し
た
。
時
を
経
て
、
少
子
高
齢
化
に
対

応
す
る
年
金
財
政
の
安
定
的
運
営
及
び
公
的

年
金
の
公
平
性
の
確
保
を
図
る
た
め
、
二
十

四
年
の
通
常
国
会
に
提
出
さ
れ
た
被
用
者
年

金
一
元
化
法
案
は
、
同
年
八
月
に
成
立
、
二

十
七
年
十
月
か
ら
厚
生
年
金
に
統
一
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
同
法
に
よ
り

職
域
部
分
（
三
階
部
分
）
の
年
金
が
廃
止
さ

れ
ま
し
た
が
、
こ
れ
に
代
わ
る
新
三
階
年
金

創
設
の
法
律
も
そ
の
後
成
立
、
同
時
期
の
実

施
が
決
ま
り
ま
し
た
。

さ
て
、
現
在
の
社
会
は
少
子
高
齢
化
や
人

口
減
少
に
加
え
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
Ｉ
Ｔ
化

が
一
層
進
展
し
つ
つ
あ
り
、
様
々
な
社
会
問

題
が
顕
在
化
す
る
と
と
も
に
社
会
構
造
の
変

革
を
も
た
ら
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な

中
、
あ
ら
ゆ
る
事
態
や
様
々
な
環
境
下
で
自

ら
考
え
行
動
す
る
こ
と
の
で
き
る
能
力
や
資

質
を
持
つ
人
材
の
育
成
が
強
く
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
こ
れ
ら
は
学
校
教
育
に
求
め
ら
れ

る
重
要
な
役
割
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
数
多
の

人
材
を
輩
出
し
て
き
た
私
立
学
校
が
そ
の
主

要
な
部
分
を
担
っ
て
き
て
い
る
こ
と
を
鑑
み

る
と
、
今
後
も
、
よ
り
一
層
の
改
革
を
行
う

こ
と
に
よ
り
、
こ
れ
ら
社
会
の
要
請
に
応
え

て
い
か
れ
る
も
の
と
考
え
ま
す
。

私
学
事
業
団
は
、
こ
う
し
た
私
立
学
校
に

対
し
て
、
少
し
で
も
多
く
の
財
政
支
援
を
行

う
と
と
も
に
学
校
経
営
に
関
す
る
情
報
提
供

に
努
め
ま
す
。
ま
た
、
私
立
学
校
の
教
職
員

が
安
ん
じ
て
そ
の
職
責
を
果
た
す
と
と
も

に
、
そ
の
人
材
確
保
を
円
滑
に
行
っ
て
い
く

た
め
に
私
学
共
済
制
度
に
お
け
る
所
期
の
目

的
を
疎
か
に
せ
ず
、
医
療
保
険
や
年
金
制
度

と
い
っ
た
面
か
ら
も
、
社
会
保
障
制
度
の
一

翼
を
担
っ
て
参
り
た
い
と
思
い
ま
す
。
日
々

新
た
な
気
持
ち
で
、
私
立
学
校
の
振
興
の
た

め
に
専
心
努
力
し
て
参
る
所
存
で
す
の
で
、

皆
様
方
の
ご
指
導
と
ご
支
援
を
賜
り
ま
す
よ

う
心
か
ら
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課
で
は
、

地
域
に
密
着
し
た
研
修
会
と
し
て
「
地
域
事

務
担
当
者
研
修
会
」
を
開
催
し
て
し
ま
す
。

「
地
域
事
務
担
当
者
研
修
会
」
は
、
夏
と

冬
に
開
催
し
て
い
ま
す
「
私
学
共
済
事
務
担

当
者
研
修
会
」
と
は
異
な
り
地
域
や
テ
ー
マ

を
絞
る
こ
と
に
よ
り
、
事
務
担
当
者
の
皆
さ

ん
が
よ
り
参
加
し
や
す
い
よ
う
に
、
移
動
の

負
担
を
軽
減
し
研
修
時
間
を
二
時
間
程
度
と

し
た
ミ
ニ
研
修
会
で
す
。

「
地
域
事
務
担
当
者
研
修
会
」
で
は
今
後
、

事
務
担
当
者
の
皆
さ
ん
の
ご
意
見
な
ど
を
参

考
に
、
研
修
内
容
等
を
充
実
し
発
展
さ
せ
て

い
き
ま
す
の
で
、
多
数
の
ご
参
加
を
お
待
ち

し
て
い
ま
す
。

●
参
加
対
象
者

共
済
事
務
担
当
者
（
共
済
事
務
の
経
験
年

数
が
、
お
お
む
ね
三
年
以
内
の
人
）

●
研
修
内
容

共
済
制
度
に
か
か
る
基
礎
的
な
事
項
や
手

続
き
等
の
内
容
で
初
任
者
向
け
の
研
修
で

す
。

●
参
加
費

無
料

●
開
催
日
程
及
び
申
し
込
み
方
法
等

開
催
日
程
及
び
申
し
込
み
方
法
な
ど
詳
細

に
つ
い
て
は
、
後
日
開
催
地
域
に
所
在
す
る

学
校
法
人
等
代
表
者
及
び
事
務
担
当
者
あ
て

に
送
付
す
る
通
知
文
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

※
東
京
・
横
浜
地
区
に
つ
い
て
は
、
対
象
校

を
幼
稚
園
に
限
ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

ま
た
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
事
務

担
当
者
コ
ー
ナ
ー
」
に
も
四
月
以
降
掲
載
す

る
予
定
で
す
の
で
、
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先

各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課

加
入
者
向
け
説
明
会
及
び

年
金
請
求
者
向
け
説
明
会
も

実
施
し
て
い
ま
す

開
催
会
場
及
び
日
程
一
覧
等
に
つ
い
て

は
、
四
月
以
降
の
ブ
ロ
ッ
ク
誌
又
は
私
学
共

済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク

ス
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先

各
ガ
ー
デ
ン
パ
レ
ス
共
済
業
務
課

地
域
事
務
担
当
者
研
修
会

開
催
の
ご
案
内

感
じ
て
い
た
だ
く
た
め
に

私
学
共
済
制
度
を
よ
り
身
近
に

就
任
の
あ
い
さ
つ理

事

山や
ま

下し
た

馨か
お
る
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平
成
二
十
五
年
度

特
定
健
診
結
果
の
提
出
期
限

平
成
二
十
五
年
度
の
特
定
健
診
結
果
デ
ー

タ
の
最
終
提
出
期
限
は
、
平
成
二
十
六
年
五

月
三
十
一
日
で
す
。

提
出
さ
れ
た
定
期
健
康
診
断
の
結
果
デ
ー

タ
か
ら
特
定
保
健
指
導
が
必
要
と
判
定
さ
れ

た
人
に
つ
い
て
は
、「
特
定
保
健
指
導
利
用

券
」
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
対
象
者
に
配
付

し
て
く
だ
さ
い
。

提
出
期
限
に
か
か
わ
ら
ず
、
定
期
健
康
診

断
終
了
後
は
、速
や
か
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

最
終
期
限
で
あ
る
五
月
三
十
一
日
を
過
ぎ

て
提
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
当
該
年
度
の
結

果
通
知
（
情
報
提
供
冊
子
を
含
み
ま
す
）
や

「
特
定
保
健
指
導
利
用
券
」
を
送
付
で
き
ま

せ
ん
の
で
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

事
業
主
（
学
校
法
人
等
）
か
ら
の
特
定

健
診
に
関
す
る
記
録
の
写
し
の
提
供
に
つ

い
て
は
、｢

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関

す
る
法
律｣

第
二
十
七
条
及
び
厚
生
労
働

省
令
（
第
一
五
七
号
）
第
十
四
条
に
基
づ

く
も
の
で
す
。

特
定
保
健
指
導
利
用
券
の

有
効
期
限

特
定
保
健
指
導
利
用
券
に
記
載
さ
れ
て
い

る
有
効
期
限
を
確
認
し
、
期
限
内
に
初
回
面

談
を
受
け
て
い
た
だ
く
よ
う
対
象
者
へ
の
勧

奨
を
お
願
い
し
ま
す
。

な
お
、
特
定
保
健
指
導
利
用
中
に
、
退
職

な
ど
に
よ
り
加
入
者
資
格
を
喪
失
し
た
場
合

は
、
有
効
期
限
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
時
点

で
特
定
保
健
指
導
は
中
止
と
な
り
ま
す
（
任

意
継
続
加
入
者
に
な
る
人
は
、
継
続
し
て
特

定
保
健
指
導
が
受
け
ら
れ
ま
す
）。

資
格
喪
失
後
も
、
保
健
指
導
の
継
続
を
希

望
さ
れ
る
場
合
、
資
格
喪
失
後
に
発
生
し
た

保
健
指
導
費
用
は
自
己
負
担
と
な
り
ま
す
の

で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

〔実施率目標〕 〔単位：％〕

 
特 定 健 康 診 査 特 定 保 健 指 導

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

加 入 者 76 80 84 88 92 16 18 21 25 30

被 扶 養 者 41 48 55 62 69 16 18 21 25 30

任意継続加入者 41 48 55 62 69 16 18 21 25 30

全 体 65 70 75 80 85 16 18 21 25 30

特
定
健
康
診
査
の
結
果
デ
ー
タ
の
提
出

期
限
と
特
定
保
健
指
導
の
実
施

―
定
期
健
康
診
断
終
了
後
は
、
速
や
か
に
ご
提
出
く
だ
さ
い
―

  

い

特
定
保
健
指
導
を
受
け
や
す
い

環
境
づ
く
り
に
ご
協
力
く
だ
さ
い

教
職
員
の
健
康
管
理
の
一
環
と
し
て
、
特

定
保
健
指
導
の
対
象
と
な
っ
た
人
へ
、
利
用

の
呼
び
か
け
を
お
願
い
し
ま
す
。

特
定
保
健
指
導
機
関
の
多
く
は
休
日
に
利

用
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
就
業
時
間

中
に
保
健
指
導
を
受
け
に
行
く
こ
と
が
で
き

る
よ
う
に
す
る
な
ど
の
環
境
づ
く
り
に
も
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

な
お
、
私
学
事
業
団
で
は
、
保
健
指
導
対

象
者
の
利
便
を
は
か
る
た
め
、
保
健
指
導
機

関
が
学
校
等
へ
訪
問
す
る
「
学
校
訪
問
型
保

健
指
導
」
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

希
望
さ
れ
る
学
校
法
人
等
は
、
次
の
保
健

指
導
機
関
へ
直
接
ご
連
絡
を
お
願
い
し
ま

す
。

（
株
）全
国
訪
問
健
康
指
導
協
会

問
い
合
わ
せ
先

☎
〇
三
（
五
二
〇
九
）
八
五
五
三

担
当

中な
か

前ま
え

、
小
坂

受
付
時
間
（
平
日
）
十
時
か
ら
十
二
時
、

十
四
時
か
ら
十
七
時

ヘ
ル
ス
ケ
ア
・
コ
ミ
ッ
テ
ィ
ー（
株
）

問
い
合
わ
せ
先

☎
〇
三
（
三
八
一
五
）
五
〇
〇
六

担
当

廣
瀬
、
菊
地

受
付
時
間
（
平
日
）
九
時
か
ら
十
六
時

福
祉
部 

保
健
課

第
二
期
特
定
健
康
診
査
等
実
施
計
画

実
施
率
目
標
に
つ
い
て
は
次
の
と
お
り
で

す
。詳
細
は
、私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ〔
福

祉
事
業
の
ご
案
内
▼
特
定
健
康
診
査
・
特
定

保
健
指
導
▼
第
二
期
特
定
健
康
診
査
等
実
施

計
画
〕
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

メタボキング

ご
確
認
く
だ
さ
い
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１

短
期
掛
金
率

①
短
期
給
付
分
掛
金
率
の
据
え
置
き

短
期
給
付
分
掛
金
率
に
つ
い
て
は
、
短
期

勘
定
の
推
計
を
行
っ
た
結
果
、
財
政
運
営
が

可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
、現
行
の
七
・
三
九
％

に
据
え
置
き
ま
す
。

②
介
護
分
掛
金
率
の
改
定

介
護
分
掛
金
率
は
、
厚
生
労
働
省
か
ら
の

通
知
の
諸
係
数
を
基
に
介
護
納
付
金
を
算
定

し
た
結
果
、
前
年
度
よ
り
約
十
三
億
一
千
万

円
増
加
す
る
こ
と
と
な
っ
た
た
め
、
現
行
の

一･

〇
七
四
％
を
〇･

〇
六
七
ポ
イ
ン
ト
引
き

上
げ
、
一･

一
四
一
％
に
改
定
し
ま
す
。

２

長
期
掛
金
率

長
期
給
付
分
掛
金
率
に
つ
い
て
は
、
共
済

規
程
第
二
十
六
条
に
基
づ
き
、現
行
の
一
三
・

六
四
六
％
を
〇･

三
五
四
ポ
イ
ン
ト
引
き
上

げ
、
一
四
％
に
改
定
し
ま
す
。

３ 

短
期
掛
金
率
の
う
ち「
特

定
保
険
料
率
に
相
当
す
る

掛
金
率
」

二
十
六
年
度
分
特
定
保
険
料
率
に
相
当
す

る
掛
金
率
（
高
齢
者
支
援
金
等
に
充
て
る
た

め
の
掛
金
率
）
は
三
・
一
二
％
と
な
り
ま
す
。

加
入
者
と
学
校
法
人
等
が
折
半
し
て
負
担
す

る
た
め
、
加
入
者
負
担
分
は
、
一
・
五
六
％

（
三
・
一
二
％
×
二
分
の
一
）で
す
。こ
の
一
・

五
六
％
は
短
期
掛
金
率
の
内
訳
を
示
す
も
の

で
あ
り
、
新
た
な
負
担
が
生
じ
る
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。

詳
し
い
内
容
は
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

〔
き
ょ
う
さ
い
ト
ピ
ッ
ク
ス
〕
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

平
成
二
十
六
年
度
の
掛
金
率
は
、
二
十
六
年
一
月
二
十
日
開
催
の
共
済
運
営
委
員
会
に
お
い

て
了
承
さ
れ
、
下
表
の
と
お
り
と
な
り
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

企
画
室

平
成
二
十
六
年
度
の
掛
金
率

[平成26年度の掛金率]
①40歳以上65歳未満の加入者 （ ）内は25年度の掛金率 （単位：％）

区 分
短期掛金率 長期掛金率

合 計
短期給付分 介護分 事務費分 福祉事業分 計 長期給付分 事務費分 福祉事業分 計

甲 種
加 入 者 7.390 1.141

（1.074） 0.055 0.125 8.711
（8.644）

14.000
（13.646） 0.055 0.125 14.180

（13.826）
22.891
（22.470）

乙 種
加入者等 7.390 1.141

（1.074） 0.055 0.195 8.781
（8.714） － － － － 8.781

（8.714）
丙 種
加 入 者 － － － － － 14.000

（13.646） 0.055 0.195 14.250
（13.896）

14.250
（13.896）

任意継続
加 入 者 7.390 1.141

（1.074） 0.055 0.125 8.711
（8.644） － － － － 8.711

（8.644）

②40歳未満の加入者及び65歳以上の加入者 （ ）内は25年度の掛金率 （単位：％）

区 分
短期掛金率 長期掛金率

合 計
短期給付分 介護分 事務費分 福祉事業分 計 長期給付分 事務費分 福祉事業分 計

甲 種
加 入 者 7.390 － 0.055 0.125 7.570 14.000

（13.646） 0.055 0.125 14.180
（13.826）

21.750
（21.396）

乙 種
加入者等 7.390 － 0.055 0.195 7.640 － － － － 7.640

丙 種
加 入 者 － － － － － 14.000

（13.646） 0.055 0.195 14.250
（13.896）

14.250
（13.896）

任意継続
加 入 者 7.390 － 0.055 0.125 7.570 － － － － 7.570

〈区分〉 甲種加入者…短期・長期適用者
乙種加入者等…短期のみ適用者（乙種加入者、協定特例加入者、放送大学・法科大学院への公務員派遣加入者）
丙種加入者…長期のみ適用者
任意継続加入者…退職後短期のみ適用者

◎ 掛金の負担は、従来どおり、甲種・乙種・丙種加入者については加入者と学校法人等が折半負担、任意継続加入者については全額加入者負
担となります。
◎都道府県補助金は、標準給与の月額にかかる長期掛金に対して補助されます。賞与等の額にかかる長期掛金に対して補助はありません。
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平
成
二
十
年
四
月
か
ら
新
た
に
導
入
さ
れ

た
、
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
事
業

の
第
一
期
実
施
計
画
が
終
了
し
た
こ
と
及
び

二
十
五
年
三
月
に
実
施
し
た｢
保
健
事
業
に

関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査｣

の
結
果
を
受
け

て
、
改
め
て
財
政
等
の
負
担
を
検
証
し
た
結

果
、
保
健
事
業
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

具
体
的
に
は
、
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
等
相
談

事
業
の
創
設
及
び
人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補

助
事
業
、
永
年
勤
続
加
入
者
直
営
施
設
利
用

優
待
券
贈
呈
事
業
の
見
直
し
、
生
涯
生
活
設

計
情
報
誌
配
付
数
の
変
更
を
二
十
六
年
度
か

ら
行
い
ま
す
。

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
等
相
談
事
業
の
創
設

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
等
相
談
事
業
の
創
設

私
学
共
済
の
加
入
者
と
家
族
が
抱
え
る
心

身
の
健
康
に
関
す
る
不
安
や
悩
み
を
、
私
学

事
業
団
専
用
の
相
談
窓
口（
電
話
及
び
面
談
）

で
受
け
付
け
、
専
門
家
に
よ
る
病
気
の
早
期

発
見
・
早
期
治
療
、
ス
ト
レ
ス
や
不
安
の
軽

減
に
結
び
付
け
て
い
く
事
業
で
す
。

現
在
、
実
施
方
法
に
つ
い
て
検
討
し
て
お

り
、
今
後
準
備
が
整
い
次
第
事
業
を
開
始
い

た
し
ま
す
。

具
体
的
な
利
用
方
法
等
に
つ
い
て
は
今
後

月
報
私
学
、
加
入
者
向
広
報
誌
「
レ
タ
ー
」

及
び
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
事
業
の

人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
事
業
の

見
直
し

見
直
し

人
間
ド
ッ
ク
利
用
費
用
補
助
事
業
は
、
疾

病
の
早
期
発
見
に
効
果
を
発
揮
し
て
お
り
、

年
々
利
用
者
数
が
増
加
す
る
状
況
に
あ
り
ま

す
。今

後
も
長
く
加
入
者
の
皆
様
に
利
用
し
て

い
た
だ
く
た
め
に
、
人
間
ド
ッ
ク
補
助
事
業

が
果
た
す
べ
き
使
命
と
財
政
上
の
調
和
を
図

り
つ
つ
、
安
定
し
た
制
度
運
営
を
行
っ
て
い

く
観
点
か
ら
、
表
１
の
と
お
り
補
助
率
等
の

改
正
を
行
い
ま
す
。

永
年
勤
続
加
入
者
直
営
施
設
利
用
優

永
年
勤
続
加
入
者
直
営
施
設
利
用
優

待
券
贈
呈
事
業
の
見
直
し

待
券
贈
呈
事
業
の
見
直
し

永
年
勤
続
加
入
者
直
営
施
設
利
用
優
待
券

に
つ
い
て
、
現
在
は
五
十
歳
以
上
で
加
入
者

期
間
二
十
五
年
以
上
の
条
件
を
満
た
す
加
入

者
に
毎
年
贈
呈
し
て
い
ま
す
が
、
税
法
上
の

観
点
か
ら
同
じ
人
を
二
回
以
上
表
彰
す
る
場

合
に
は
、
前
の
表
彰
か
ら
お
お
む
ね
五
年
以

上
間
隔
が
あ
い
て
い
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と

さ
れ
て
い
る
こ
と
及
び
安
定
し
た
制
度
運
営

を
行
っ
て
い
く
観
点
か
ら
、
二
十
六
年
度
贈

呈
分
か
ら
表
２
の
と
お
り
贈
呈
方
法
等
の
改

正
を
行
い
ま
す
。

《永年勤続優待券改正内容》 （表２）

現 行 変 更 後

贈呈対象加入者

50歳以上、加入者期間25年以上 加入者期間25年以上

贈呈方法

初回贈呈は50歳以上で加入者期間25
年到達時点。２回目以降は毎年贈呈

初回は加入者期間25年到達時点。２
回目以降は加入者期間30年、35年、
40年…の節目の年に贈呈

優待券金額

5,000円券×１枚 5,000円券×２枚

※贈呈対象加入者及び加入者期間に任意継続加入者は含みません

保
健
事
業
の
見
直
し福

祉
部

保
健
課

《人間ドック利用費用補助改正内容》 （表１）

現 行 変 更 後

補助率

消費税を除く
利用料金の60％

消費税を除く
利用料金の50％

上限額

日帰り･１泊２日以上とも
30,000円

日帰り･１泊２日以上とも
25,000円

実施年月日

平成26年３月31日
健診分まで

平成26年４月１日
健診分から

平
成
二
十
六
年
四
月
の
消
費
税
率
変
更
に

伴
い
、
四
月
以
降
の
利
用
料
金
が
変
更
に
な

り
ま
す
。
利
用
料
金
に
つ
い
て
は
、
私
学
共

済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
〔
福
祉
事
業
の
ご
案
内
▼

私
学
事
業
団
総
合
運
動
場
〕
を
ご
覧
い
た
だ

く
か
、
福
祉
部
保
健
課
ま
で
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

私
学
事
業
団
総
合
運
動
場
の

利
用
料
金
変
更

福
祉
部

保
健
課

生
涯
生
活
設
計
情
報
誌
配
付
数
の
見
直
し

生
涯
生
活
設
計
情
報
誌
配
付
数
の
見
直
し

退
職
後
を
含
め
た
生
涯
に
わ
た
る
生
活
設

計
の
参
考
の
た
め
の
資
料
と
し
て
、「
ラ
イ

フ
マ
ッ
プ
」「
セ
カ
ン
ド
ラ
イ
フ
マ
ッ
プ
」「
教
職

員
退
職
後
の
手
続
き
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
」
の
三

冊
を
一
セ
ッ
ト（
大
学
は
二
セ
ッ
ト
）と
し
て

各
学
校
に
配
付
し
て
お
り
ま
す
が
、
二
十
六

年
度
配
付
分
か
ら
、「
ラ
イ
フ
マ
ッ
プ
」「
教
職

員
退
職
後
の
手
続
き
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
」の
二
冊

一
セ
ッ
ト
の
配
付
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

ま
た
、
大
学
へ
の
配
付
数
に
つ
い
て
も
一

セ
ッ
ト
の
配
付
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
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加
入
者
の
資
格
取
得 

資
格
課

教
職
員
を
採
用
し
た
と
き
は
、
採
用
の
日

か
ら
十
日
以
内
に
資
格
取
得
の
報
告
を
し
て

く
だ
さ
い
。
採
用
し
た
教
職
員
が
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
で
あ
っ
て
も
資
格

取
得
の
報
告
は
必
要
で
す
。

な
お
、
四
月
一
日
採
用
予
定
者
は
、
ぜ
ひ

事
前
受
付
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
（
事
前
受
付

の
手
続
き
方
法
は
本
誌
二
月
号
を
参
照
）。

◆
提
出
す
る
書
類

⑴

資
格
取
得
報
告
書

①
新
規
資
格
取
得

初
め
て
私
立
学
校
の
教
職
員
と
し
て
採
用

さ
れ
た
人

②
継
続
資
格
取
得

前
任
校
を
退
職
し
た
日
又
は
そ
の
翌
日
に

後
任
校
で
教
職
員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
人

③
再
資
格
取
得

過
去
に
私
学
共
済
制
度
に
加
入
し
た
人

で
、
一
日
以
上
の
期
間
を
空
け
て
再
び
教
職

員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
人
や
、
私
学
共
済
制

度
の
任
意
継
続
加
入
者
が
私
立
学
校
の
教
職

員
と
し
て
採
用
さ
れ
た
と
き

※ 

同
一
法
人
で
複
数
の
学
校
を
有
す
る
場
合

は
、
必
ず
所
属
し
て
い
る
（
実
際
に
勤
務

し
て
い
る
）
学
校
で
「
資
格
取
得
報
告
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

⑵

所
属
学
校
等
変
更
報
告
書

同
一
法
人
内
の
別
の
学
校
に
異
動
（
勤
務

先
の
学
校
が
変
更
）
に
な
っ
た
人

※ 

複
数
の
学
校
を
有
す
る
同
一
学
校
法
人
内

で
所
属
に
異
動
が
あ
っ
た
場
合
は
、
必
ず

「
所
属
学
校
等
変
更
報
告
書
」
を
提
出
し

て
く
だ
さ
い
。

◆
記
入
上
の
注
意

⑴

氏
名
欄
に
外
国
人
氏
名
を
記
入
す
る
と
き

・ 

フ
リ
ガ
ナ
欄
↓
カ
タ
カ
ナ
で
、
濁
点
や
半

濁
点
も
一
字
で
記
入
し
、
氏
と
名
の
区
切

り
に
ス
ペ
ー
ス
一
字
を
入
れ
ま
す
。
ア
ル

フ
ァ
ベ
ッ
ト
は
不
可
。

・ 

漢
字
欄
↓
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
を
使
用
す
る

場
合
は
、
大
文
字
の
み
で
記
入
し
、
氏
と

名
の
区
切
り
は
ス
ペ
ー
ス
一
字
を
入
れ
ま

す
。
カ
タ
カ
ナ
や
漢
字
も
可
。

・ 

フ
リ
ガ
ナ
欄
・
漢
字
欄
と
も
、
ミ
ド
ル
ネ
ー

ム
等
が
あ
る
場
合
で
も
区
切
り
は
一
箇
所

し
か
設
定
で
き
ま
せ
ん
。

⑵

基
礎
年
金
番
号
の
記
入

「
資
格
取
得
報
告
書
」
の
基
礎
年
金
番
号

欄
の
記
入
が
な
い
場
合
は
、
資
格
取
得
報
告

書
が
返
送
と
な
り
ま
す
の
で
、
事
前
に
基
礎

年
金
番
号
を
確
認
し
、
報
告
書
に
は
必
ず
記

入
し
て
く
だ
さ
い
。

基
礎
年
金
番
号
は
年
金
手
帳
、
基
礎
年
金

番
号
通
知
書
等
か
ら
資
格
取
得
報
告
書
に
正

確
に
転
記
し
、
確
認
し
た
書
類
の
写
し
を
添

付
し
て
く
だ
さ
い
。
基
礎
年
金
番
号
が
わ
か

ら
な
い
と
き
は
、
お
近
く
の
年
金
事
務
所
の

窓
口
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

な
お
、
二
十
歳
未
満
の
人
や
外
国
人
で
基

礎
年
金
番
号
を
持
っ
て
い
な
い
と
き
は
、
基

礎
年
金
番
号
記
入
欄
の
「
２
．
無
」
を
○
で

囲
み
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

⑶

住
所
欄

フ
リ
ガ
ナ
も
忘
れ
ず
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
任
意
継
続
加
入
者
が
再
び
私
立
学
校
に

就
職
し
て
加
入
者
に
な
る
と
き

任
意
継
続
加
入
者
は
、「
任
意
継
続
加
入

者
資
格
喪
失
申
出
書
」
に
再
資
格
取
得
す
る

学
校
名
と
取
得
日
を
記
入
し
提
出
し
て
く
だ

さ
い
。学
校
法
人
等
は
、「
資
格
取
得
報
告
書
」

（
再
資
格
取
得
）
の
余
白
に
「
任
継
喪
失
申

出
書
提
出
済
」
と
朱
書
き
し
、
提
出
し
て
く

だ
さ
い
（
被
扶
養
者
が
い
る
場
合
は
、
次
項

参
照
）。

被
扶
養
者
の
認
定 

資
格
課

採
用
の
際
に
被
扶
養
者
が
い
る
と
き
は

「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
と
添
付
書
類
を
、

必
ず
資
格
取
得
日
か
ら
三
十
日
以
内
に
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

資
格
取
得
日
か
ら
三
十
日
を
過
ぎ
て
申
請

し
た
場
合
は
、
そ
の
申
請
が
本
事
業
団
で
受

理
さ
れ
た
日
（
発
信
日
が
確
認
で
き
る
場
合

は
そ
の
日
）
が
被
扶
養
者
の
認
定
日
と
な
り

ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

や
む
を
得
ず
添
付
書
類
が
整
わ
な
い
と
き

は
、「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
に
添
付
書

類
が
整
わ
な
い
理
由
書
を
添
え
て
送
付
し
て

く
だ
さ
い
。
受
け
付
け
後
、
書
類
不
備
で
返

送
し
ま
す
の
で
、
添
付
書
類
が
整
い
次
第
一

括
し
て
再
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。そ
の
場
合
、

「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
事
由
発
生
日

に
さ
か
の
ぼ
っ
て
確
認
の
処
理
を
行
い
、
加

入
者
被
扶
養
者
証
を
交
付
し
ま
す
。

継
続
資
格
取
得
や
所
属
学
校
変
更
の
場
合

は
、
被
扶
養
者
に
変
更
が
な
け
れ
ば
継
続
し

て
認
定
さ
れ
ま
す
の
で
申
請
は
不
要
で
す
。

※ 

加
入
者
番
号
が
ま
だ
決
定
さ
れ
て
い
な
い

場
合
、「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
加

入
者
番
号
欄
に
つ
い
て
は
、
学
校
記
号
番

号
ま
で
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
被
扶
養
者
認
定
申
請
時
の
添
付
書
類

⑴

新
規
資
格
取
得
や
再
資
格
取
得
の
場
合

戸
籍
謄
本
な
ど
加
入
者
と
の
続
柄
を
確
認

す
る
書
類
や
非
課
税
証
明
書
な
ど
収
入
を
確

認
す
る
書
類
等
、
扶
養
の
事
実
を
証
明
す
る

書
類
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。
認
定
に
必
要

な
添
付
書
類
の
詳
細
は
、
本
誌
平
成
二
十
五

年
八
月
号
、
十
一
〜
十
二
月
号
に
掲
載
し
て

い
る
「
被
扶
養
者
認
定
申
請
―
ポ
イ
ン
ト
と

事
例
」
や
「
事
務
の
手
引
」
の
被
扶
養
者
の

項
、
私
学
共
済
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参
照
し
て

く
だ
さ
い
。

⑵ 

任
意
継
続
加
入
者
が
再
資
格
取
得
し
、

任
意
継
続
期
間
と
同
じ
被
扶
養
者
の
認
定

を
引
き
続
き
申
請
す
る
場
合

採
用
時
の
手
続
き

採
用
時
の
手
続
き
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共
済
業
務

「
被
扶
養
者
認
定
申
請
書
」
の
余
白
に
任

意
継
続
加
入
者
で
あ
っ
た
と
き
の
加
入
者
番

号
と「
任
意
継
続
か
ら
の
再
取
得
」と
朱
書
き

す
る
こ
と
で
添
付
書
類
を
省
略
で
き
ま
す
。

⑶ 

他
の
健
康
保
険
制
度
（
国
民
健
康
保
険

を
除
き
ま
す
）
か
ら
引
き
続
き
資
格
取
得

す
る
場
合

① 

前
の
健
康
保
険
制
度
で
配
偶
者
や
子
が
被

扶
養
者
に
認
定
さ
れ
て
い
た
と
き
は
、
添

付
書
類
を
健
康
保
険
証
・
組
合
員
証
の
写

し
又
は
資
格
証
明
書
（
続
柄
、
生
年
月
日

が
確
認
で
き
る
も
の
）
に
代
え
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

② 

子
の
み
の
認
定
申
請
で
、
学
校
法
人
等
か

ら
扶
養
手
当
が
支
給
さ
れ
な
い
場
合
は
、

①
の
ほ
か
に
夫
婦
共
同
扶
養
に
関
す
る
書

類
も
必
要
で
す
。
加
入
者
と
配
偶
者
の
収

入
を
比
較
す
る
書
類
と
し
て
、
加
入
者
の

年
収
見
込
証
明
書
と
配
偶
者
の
年
収
見
込

証
明
書
又
は
前
年
の
源
泉
徴
収
票
の
写
し

を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
国
民
年
金
第
三
号
被
保
険
者
の
届
け
出

六
十
五
歳
未
満
の
加
入
者
が
二
十
歳
以
上

六
十
歳
未
満
の
配
偶
者
を
被
扶
養
者
と
し
て

認
定
申
請
す
る
場
合
は
、
国
民
年
金
第
三
号

被
保
険
者
の
届
け
出
を
同
時
に
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

加
入
者
証
が
届
く
前
に

保
険
診
療
を
受
け
る
と
き

資
格
課
・
短
期
給
付
課

⑴ 

加
入
者
番
号
が
決
定
し
て
い
る
場
合
又

は
被
扶
養
者
と
し
て
認
定
さ
れ
た
場
合

私
学
事
業
団
の
指
示
に
よ
り
、
学
校
法
人

等
の
代
表
者
が
加
入
者
に
「
療
養
資
格
証
明

書
」（
書
式
例
は
「
事
務
の
手
引
（
五
二
頁
）」

を
参
照
）
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

た
だ
し
、
加
入
者
番
号
が
決
定
す
る
前
や
被

扶
養
者
の
認
定
を
確
定
す
る
前
に
交
付
す
る

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、
証
明
書
は

学
校
の
責
任
に
お
い
て
交
付
す
る
も
の
な
の

で
、取
り
扱
い
は
慎
重
に
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

⑵

加
入
者
番
号
が
未
決
定
の
場
合

加
入
者
証
や
加
入
者
被
扶
養
者
証
を
提
示

せ
ず
医
療
機
関
を
受
診
し
た
と
き
は
、
窓
口

で
は
、
い
っ
た
ん
医
療
費
の
全
額
が
自
己
負

担
と
な
り
ま
す
。
こ
の
場
合
、
自
己
負
担
の

う
ち
、
保
険
診
療
に
該
当
す
る
分
に
つ
い
て

は
療
養
費
や
家
族
療
養
費
と
し
て
現
金
給
付

さ
れ
ま
す
の
で
、「
診
療
報
酬
領
収
済
証
明

書
」
に
医
師
の
証
明
を
受
け
、「
療
養
費
・

家
族
療
養
費
等
請
求
書
」
に
添
付
し
て
請
求

し
て
く
だ
さ
い
。

継
続
資
格
取
得
者
の
福
祉
事
業

 

保
健
課
・
貸
付
課

◆
積
立
貯
金

積
立
貯
金
に
加
入
し
て
い
る
人
が
継
続
資

格
取
得
し
た
と
き
は
、
積
立
貯
金
は
一
時
留

保
の
取
り
扱
い
と
な
り
ま
す
。
新
た
な
加
入

者
番
号
が
決
ま
り
次
第
「
積
立
復
活
届
書
」

を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
、
積
み
立
て
を
再

開
で
き
ま
す
。

◆
積
立
共
済
年
金
・
共
済
定
期
保
険

積
立
共
済
年
金
又
は
共
済
定
期
保
険
に
加

入
し
て
い
る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
と
き

は
、
自
動
的
に
継
続
加
入
と
な
り
ま
す
（
手

続
き
不
要
）。
な
お
、
継
続
資
格
取
得
時
に

住
所
及
び
振
替
口
座
の
変
更
を
す
る
場
合
、

積
立
共
済
年
金
加
入
者
は
「
積
立
共
済
年
金

振
替
口
座
・
住
所
変
更
依
頼
書
」
を
、
共
済

定
期
保
険
加
入
者
は
「
共
済
定
期
保
険
事
業

振
替
口
座
・
住
所
・
電
話
番
号
変
更
申
出
書
」

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
貸
付
け

⑴

一
般･

教
育･

結
婚･

災
害･

医
療
貸
付

住
宅
貸
付
以
外
の
貸
付
け
を
利
用
し
て
い

る
人
が
継
続
資
格
取
得
し
た
場
合
、
後
任
校

を
通
じ
て
「
異
動
報
告
書
」
を
提
出
す
れ
ば
、

後
任
校
で
も
引
き
続
き
定
期
償
還
で
き
ま
す

（「
事
務
の
手
引
」
九
〇
五
・
六
頁
参
照
）。

⑵

住
宅
貸
付

住
宅
貸
付
を
利
用
し
て
い
る
人
に
前
任
校

か
ら
退
職
手
当
等
が
支
給
さ
れ
る
場
合
は
、

継
続
資
格
取
得
を
し
て
も
、
即
時
償
還
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
な
お
、
前
任
校
の
退

職
手
当
等
で
全
額
償
還
で
き
な
い
場
合
や
、

同
一
県
内
の
退
職
金
財
団
加
盟
校
間
の
異
動

な
ど
の
事
情
で
退
職
手
当
等
が
支
給
さ
れ
な

い
場
合
、
後
任
校
で
定
期
償
還
を
続
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
の
で
、
次
の
と
お
り
手
続
き

を
し
て
く
だ
さ
い
。

①
前
任
校
の
手
続
き

イ 

退
職
手
当
の
額
が
即
時
償
還
額
よ
り
も

少
な
い
と
き
は
、
退
職
手
当
等
の
支
給
額
を

明
記
し
た
「
退
職
手
当
支
給
証
明
書
」（
書

式
は
任
意
、
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）
を
作
成
し
、

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
折
り
返
し
本
事
業
団

か
ら
支
給
額
に
応
じ
た
即
時
償
還
額
の
通
知

等
を
送
付
し
ま
す
の
で
、
償
還
額
を
控
除
し

て
学
校
法
人
等
が
払
い
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

ロ 

前
任
校
と
後
任
校
が
同
一
県
内
の
退
職

金
財
団
に
加
盟
し
て
い
る
た
め
、
退
職
手

当
等
が
引
き
継
が
れ
る
と
き
は
、「
退
職

手
当
引
継
証
明
（
退
職
手
当
を
後
任
校
に

引
き
継
ぐ
旨
を
記
入
し
た
も
の
。
書
式
は

任
意
）
を
作
成
し
、
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

ハ 

そ
の
他
の
事
情
で
退
職
手
当
等
が
支
給

さ
れ
な
い
と
き
は
、「
退
職
手
当
不
支
給

理
由
書
」（
書
式
は
任
意
）
を
作
成
し
、

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

②
後
任
校
の
手
続
き

次
の
書
類
を
作
成
し
、提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

・「
異
動
報
告
書
」

・「
退
職
手
当
引
当
承
諾
書
」

・ 「
団
体
信
用
生
命
保
険
申
込
書
兼
告
知
書（
だ

ん
し
ん
告
知
書
）」（
団
体
信
用
生
命
保
険

に
継
続
し
て
適
用
を
希
望
す
る
場
合
の
み
）

異
動
報
告
を
確
認
す
る
と
、
即
時
償
還
を

取
り
消
し
て
定
期
償
還
を
継
続
し
た
旨
を
通

知
し
ま
す
。
こ
の
際
に
、
前
任
校
で
定
期
償

還
し
て
い
な
い
月
分
の
「
払
込
取
扱
票
」
を

個
別
に
作
成
し
送
付
し
ま
す
の
で
、
借
受
人

か
ら
償
還
額
を
預
か
り
、
後
任
校
が
払
い
込

ん
で
く
だ
さ
い
。
な
お
、
借
受
人
に
、
即
時

償
還
が
取
り
消
し
に
な
っ
た
旨
を
前
任
校
に

連
絡
す
る
よ
う
、
説
明
し
て
く
だ
さ
い
。



共済事業本部
〒113 - 8441 文京区湯島1-7-5

☎03（3813）5321（代表）
ご照会の際には、学校記号番号、加入者番号を
お手元にご用意ください。

共済業務

２日（水） 貸付  送金
６日（日） 貸付  ３月分定期償還期限
10日（木） 貯金  払込期限（必着）
15日（火） 貸付  ５月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り

月の共済業務スケジュール４４

月の共済業務スケジュール３３
３日（月）

資格  事前受付開始
貸付  送金

６日（木） 貸付  ２月分定期償還期限
10日（月） 貯金  払込期限（必着）
14日（金） 貸付  ４月２日送金申し込み・任意償還申出締め切り
20日（木） 貯金  送金
24日（月） 貸付  送金

25日（火）
貯金  払戻・解約請求締め切り
積立共済年金  脱退申出等締め切り

28日（金）
掛金  ２月分掛金口座振替（自振校のみ）
貸付  ３月分定期償還口座振替（自振校のみ）

31日（月）
貸付  ４月22日送金分申込締め切り
掛金  ２月分納期限

資格取得・資格喪失報告書の事前受付

平成26年３月31日退職者及び４月１日採用予定者の届
け出の事前受付を３月３日（月）から実施しています。
加入者証等は毎週２回の決定後に順次発送します。詳

しくは、本誌２月号をご覧ください。
受付期間：３月３日以降
決 定 日：受け付けから８～10日後の火曜日・金曜日
発 送 日：決定日から３日後（土・日・祝日を除きます）
・受け付けから加入者証等の発送までの事務処理におお
むね２週間（標準処理期間）が必要になります。

・標準処理期間中は、処理状況に関する照会を控えてい
ただくようご協力をお願いします。

・３月中に加入者証等が学校法人等に届いた場合でも、
４月１日以降に該当者に渡してください。

・例年、取得時給与の訂正が多くなっています。誤りの
ないよう確認のうえ提出をお願いします。

 【業務部 資格課】

平成26年度の任意継続加入者にかかる
標準給与の月額の上限額

任意継続加入者にかかる標準給与の月額の上限額
は平成26年４月から377,000円に変更となります。
なお、26年度の「任意継続掛金早見表」及び「任

意継続加入者用介護分掛金早見表」は、３月上旬に
送付する予定です。 【業務部 掛金課】

貸付けの申込締め切り日に
ご注意ください

４月２日送金分は３月14日（金）が締め切り日とな
ります。通常の締め切り日（毎月15日及び月末）が土・
日・祝日のときは繰り上がりますのでご注意ください。
 【福祉部 貸付課】

特定健康診査受診券の有効期限は
３月31日です

昨年６月に学校法人等から加入者を経由して配付して
いただきました被扶養者の「特定健康診査受診券」の有
効期限は平成26年３月31日となっています。
被扶養者の受診率が低くなっていますので、加入者を

通して受診勧奨をお願いします。

私学共済ホームページに特定健診機関（病院）一覧を
掲載していますのでご利用ください。
〔福祉事業のご案内▶特定健康診査・特定保健指導▶
特定健診・保健指導機関（病院）一覧〕
 【福祉部 保健課】

共済定期保険の配当金の送金

平成25年度配当金の送金は６月下旬の予定です。25年
10月１日現在の共済定期保険加入者に配当します。現在
届け出ている指定金融機関（保険料振替口座）の口座解
約や改姓による名義変更又は金融機関の統廃合による支
店名や口座番号の変更がある場合には、４月10日（木）
までに「振替口座・住所・電話番号変更申出書」を提出
してください。期限までに変更申出書の提出がないと、
配当金の送金が遅れる場合があります。口座の登録内容
に変更があった場合は、保険料の振り替えに支障のない
よう速やかに届け出てください。 【福祉部 保健課】

共済事業本部へのお問い合わせが多い時期のため、
電話がつながりにくい状態となっています。特に月
曜日や午前中は大変混雑しておりますので、ご迷惑
をおかけしますが、ご了承ください。
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私学事業団ホームページ http://www.shigaku.go.jp/
助成業務 http://www.shigaku.go.jp/s_home.htm
共済業務 http://www.shigakukyosai.jp/（私学共済ホームページ）



私学振興事業本部
〒102 - 8145 千代田区富士見1-10-12

☎03（3230）1321（代表）
助成業務

「自己診断チェックリスト」を
ご活用ください

平成25年度版「自己診断チェックリスト」をホームペー
ジに掲載しています。
自法人の経営状態の把握や経営改善に向けた取り組み

にぜひお役立てください。
私学事業団ホームページ〔助成業務▶経営支援・情報

提供▶自己診断チェックリスト 平成25年度版〕
【私学経営情報センター 経営支援室】

☎03（3230）7830・7832
Ｅメール shien@shigaku.go.jp

⑴助成業務貸付金残高証明書の発行

貸付残高のある全学校法人に対し、平成26年３月31日
現在の貸付金残高証明書１部を４月下旬から５月上旬に
送付する予定です。
貸付残高のある法人においては、発行願を提出する必

要はありません。ただし、以下のいずれかに該当する場
合は、使用目的・証明年月日・必要部数を明記し、理事
長印を押印した「残高証明書の発行願」（A４判）と返
信用封筒（切手を貼付したもの）を同封のうえ、提出し
てください。
①25年度末現在の残高証明書を２部以上必要とする場合
②25年度末現在以外の時点での残高証明書を必要とする
場合
なお、25年度末時点において残高がない場合には、残

高証明書を発行しませんので、ご了承ください。
〔会計監査人への残高証明書の発行〕
会計監査人あての残高証明書は、私学事業団から直接
監査人に発行します。必要とされる学校法人は、送付先
の監査人の住所・名称（氏名）を明記した返信用封筒（表
書に「学校法人○○学園監査資料」・「学校法人番号」を
併記し、切手を貼付したもの）と残高証明書発行願にあ
たる「確認依頼状」（公認会計士協会所定様式）を提出
してください。

⑵助成業務の貸付金にかかる償還
のご案内（平成26年３月分） 

助成業務の貸付金にかかる元金・利息の償還について
は、契約締結後に送付しました「償還年次表」及び先日送
付しました「貸付金返済期日のご案内」を参照のうえ、払
込指定期日までに私学事業団指定口座にご入金ください。
払込指定期日を過ぎますと、その翌日から支払日（事
業団の口座に入金された日）までの期間について、遅延
損害金が発生しますので、ご注意ください。
償還金の振り込みにあたっては、次の点にご留意くだ
さい。
① 「貸付金返済期日のご案内（払込依頼書）」を使用し、
「電信扱い」にしてください。
② インターネットバンキング等を利用する場合は、「振
込依頼書」に記載の法人番号と法人名を通信欄に入力
して、振り込みを行ってください。
③ 償還金は、設置学校ごとに分割して振り込まず、必
ず「学校法人単位」で一括してお振り込みください。
特に３月は約定償還月にあたります。お忘れのないよ
うお願いします。
 【⑴⑵融資部 融資課】
 ☎03（3230）7869～7871
 Ｅメール yushi@shigaku.go.jp

平成26年度 日本私立学校振興・共済事業団職員募集
私学事業団では、下記のとおり平成 26年度職員採用試験を行いますので、関係者の方にご案内ください。

受験手続き、その他詳細については私学事業団ホームページ▶採用・募集情報にてご確認ください。

●受験資格…昭和 60 年４月２日以降生まれの者で、
学校教育法による大学の学部を卒業した者、もし
くは平成 27 年３月までに卒業見込みの者又は本
事業団がこれらと同等と認めた者。

●採用予定人数…10 名程度
●採用予定年月日…平成 27 年４月１日
（平成 26 年度中に採用の場合あり）
●受験申込期間
平成 26 年３月 24 日（月）～４月 11 日（金）

●第一次試験（教養・作文）
平成 26 年５月 25 日（日）
会場 東京大学教養学部駒場キャンパス
●第二次試験（第一次試験合格者に対する面接等）
平成 26 年６月（予定）
【問い合わせ先】
総務部 人事課
☎ 03（3813）9518
Ｅメール jinji@shigaku.go.jp
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私学共済ホームページから宿泊予約ができます。
h t t p : / / w w w . s h i g a k u k y o s a i . j p /

問 い 合わせ先
（私学振興事業本部）

融資部 融資課 ☎03（3230）7861～7867
Ｅメール yushi＠shigaku.go.jpご相談はお早目にどうぞ

平成26年度融資のご相談、お待ちしています！

校舎、園舎等の施設の建築
（改修も含みます）

校地、園地の購入

機器備品の購入

私学事業団融資は、長期借入・固定金利・
元金据置（最大２年間）・元金均等償還です。

２月中旬より、借入希望調書で26年度
融資のご希望を照会させていただいていま
す。施設整備をご計画の際は「安心で、安
定感のある」本事業団資金のご利用を検討
されてはいかがでしょうか。

■融資金利表（平成26年３月１日現在）

融資費目
返済期間

20年以内
（うち据置２年）

10年以内
（据置年数含む）

６年以内
（据置年数含む）

【一般施設費】
 校（園）舎、体育館、講堂、遊
戯室等の建築事業等並びに校
（園）地の買収事業等

年％ 年％ 年％

1.2 0.7 0.6
【特別施設費】

 寄宿舎、国際交流会館、セミ
ナーハウス等の建築事業並び
に当該施設建築のための土地
買収事業等

1.3 0.8 ―

【教育環境整備費】
校教具、通園バス等の購入
 ※幼稚園、特別支援学校、専
修学校が対象

― ―
5年6か月以内

（うち据置6か月）

0.5
【教育環境整備費】

 大型設備・情報技術整備等 ― 0.7 ―
※融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象となります。

金沢「兼六荘」は開設35周年を迎えます
北陸地方唯一の私学事業団施設である金沢「兼六荘」（昭和54年4月21日開設）は、平成26

年度に開設35周年を迎えます。同宿泊所は金沢市中央部に位置し、「兼六園」への観光などに最
適です。桜の開花時（４月上旬）に実施される兼六園のライトアップで、日本三名園の夜桜をお
楽しみください。

※記載されている料金は、平成26年４月１日からの料金です。

金 沢「兼
けん

六
ろく

荘
そう

」 〒920-0918 金沢市尾山町6-40 ☎076（232）1239
（JR「金沢」駅東口バスターミナル⑦⑧⑨番乗場から北鉄バスで「南町」下車、徒歩3分）

本格的な加賀会席をお楽しみください。本格的な加賀会席をお楽しみください。
「加賀料理堪能プラン」（１泊２食・１名様）
 10,800円
料理長おすすめ夕食付料理長おすすめ夕食付
「１泊２食付スタンダードプラン」（１名様）
 8,700円
※両プランとも、ツインルーム（２名１室）利用時の１名様料金です。

加賀会席（イメージ）

夜桜（写真提供：金沢市）




